
流域治水プロジェクトの主な取組の進展

※１：累計ではなく、単年度の実施箇所数

令和6年度末 637市町村
令和7年度末 688市町村

↓

51市町村増加

令和6年  7月末 321市町村
令和7年 12月末 436市町村

↓

115市町村増加

令和6年9月末 111,393施設
令和7年9月末 117,544施設

↓

6,151施設増加

令和6年 9月末 7,012河川
令和8年 3月末 13,599河川

↓
作成・公表対象の全河川で完了

（二級水系も含め全20,819河川で完了）

・洪水浸水想定区域の指定河川数（一級水系）

令和6年 9月末 220団体
令和8年  3月末 800団体

↓

580団体増加

・内水浸水想定区域図の作成団体数

・避難確保計画の作成済みの施設数

・個別避難計画を作成（全部又は一部）
済みの市町村数

令和6年9月末 20,033施設
令和7年9月末 20,816施設

↓

783施設増加

（土砂）

全国の流域治水プロジェクトの取組が令和７年度も着実に進んでいます。
令和８年度も、流域関係者の協働により地域の早期の安全・安心の確保に
引き続き取り組んでまいります。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

被害対象を減少させるための対策

被害の軽減・早期復旧・復興のための対策

令和7年度実施分

1,300箇所

・治山対策等の実施箇所数

令和7年度完成分

175箇所
（実施中は1,969箇所）

・砂防関係施設の整備数

※1

※1

（参考）
令和5年度 約70％
令和6年度 約71％
令和7年度 更新作業中

※1

（洪水）

※2

※２：全国の作成団体数

令和5年度実施分 4,451施設
令和6年度実施分 1,411施設
令和7年度実施分 更新作業中

※今後精査により増減の可能性がある。

令和5年1月1日時点 1,303市町
令和6年4月1日時点 1,586市町
令和7年4月1日時点 1,682市町
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（流域治水プロジェクトに参加している市町村に限る）



〈ハード・ソフトが一体となった流域治水の取組イメージ〉

遊水地の整備

流域治水の本格的実践 （令和８年度新規・拡充事項一覧）

○令和８年度より、河川、まちづくりの分野において流域治水の取組に資する予算制度の拡充を行うなど、引き続
き流域治水の本格的実践に向けて必要な取組を支援。

①特定都市河川浸水被害対策法に基づく貯留機能保全区域の指定等の取組推進

②流域対策を組み合わせた
治水計画の検討促進

【住宅局】

➢ 住宅市街地総合整備事業（水害対策型）の創設

○大規模水害が想定される人口集積地において、
浸水切迫時の垂直避難先となる建物内避難者受
入れスペースや避難経路となるデッキの整備、被
害軽減のための浸水対策改修など、住宅市街地
における水害対策を総合的に支援する事業を創
設。

【水管理・国土保全局】

【水管理・国土保全局】

〇令和８年度予算概要 https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_003334.html

③住宅市街地における水害対策

（浸水対策のイメージ図）

（緊急避難対策のイメージ図） （一時滞在対策のイメージ図）

【住宅・建築物の浸水対策】

嵩上げ、ピロティ化、止水板・囲い塀の設置、耐水化、
雨水貯留浸透施設の設置等

【緊急避難対策】

建物内の避難者受入れスペース、避難路・デッキ、
避難地・高台公園等

【一時滞在対策】

防災備蓄倉庫、非常用発電機、太陽光パネル・蓄
電池、防災井戸、耐震性貯水槽、浄化設備や排水
設備、マンホールトイレ等

計画対象降雨による
浸水被害と多様な流域
対策の組み合わせによる
浸水解消のイメージ

➢ 総合流域防災事業（防災・安全交付金）

 流域対策を組み合わせた治水計画検討の新設

○気候変動による水災害の激甚化・頻発化を踏まえ、
本支川や上下流のバランスを踏まえた流域全体の浸
水被害最小化を図るため、気候変動を踏まえた河川
整備基本方針へ変更した年度の翌年度から１０年以
内に限り、河川整備計画の策定又は変更の検討を行
う、１級水系の指定区間において、河川整備に加え、
地形や将来の土地利用等の状況を考慮した多様な流
域対策を組み合わせた治水対策の検討に係る支援を
追加。
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貯留機能保全区域の指定を促進するため、区域内の土地所
有者等の負担の緩和・軽減にも資する取組として、以下を補助
対象に追加

○区域内に流入する塵芥や土砂等を捕捉する流入防止施設整備

○地方公共団体が管理する区域内施設の耐水性向上対策

○貯留機能保全区域の理解増進のための看板設置・防災教育等の啓発活動 等

拡充内容

（防災教育のイメージ）

➢ 特定都市河川浸水被害対策推進事業（補助）

 区域指定に係る支援制度の拡充

○土地所有者等の負担を緩和・軽減するなど、
貯留機能保全区域の指定促進のための支援制
度を拡充し、区域指定等に係る合意形成の促
進を図る。

（区域指定の効果）

保水・遊水機能のある
低地を保全することで、
浸水被害を軽減

https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_003334.html


住宅市街地総合整備事業（水害対策型） 新規
令和８年度当初予算：30.35億円の内数、
社会資本整備総合交付金等の内数

大規模水害が想定される人口集積地において、浸水切迫時の垂直避難先となる建物内避難者受入れスペースや避難経路とな
るデッキの整備、被害軽減のための浸水対策改修など、住宅市街地における水害対策を総合的に支援する事業を創設する。
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白地図（国土地理院）を加工して作成

緑川水系（1河川）
◆竜野川

石狩川水系（11河川） 
 ◆千歳川

境川水系（11河川）
◇境川

引地川水系（2河川）
◇引地川

鶴見川水系（11河川）
◇鶴見川

境川水系（9河川）
◇境川大和川水系

（18河川）
◆大和川

巴川水系（3河川）
◇巴川

仁淀川水系（13河川）
◆日下川

猿渡川水系（1河川）
◇猿渡川

六角川水系（33河川）
◆六角川

江の川水系（43河川）
◆江の川

肱川水系（3河川）
◆都谷川

一宮川水系（11河川）
◆一宮川

最上川水系（9河川）
◆石子沢川、◆大旦川

本川水系（1河川）
◆本川

川内川水系（6河川）
◆隈之城川

甲突川水系（10河川）◆甲突川

稲荷川水系（2河川）◆稲荷川

新川水系（1河川）◆新川

中川水系（2河川）
◆中川

日高川水系
（19河川）
◆西川 菊川水系（1河川）

◆黒沢川

鳴瀬川水系（33河川）
◆多田川、◆吉田川

阿武隈川水系
（18河川）
◆尾袋川、◆小田川、◆谷田川、
◆逢瀬川、 ◆釈迦堂川

庄内川水系
（6河川）
◇新川

筑後川水系（12河川）
◆下弓削川、◆金丸川、 ◆巨瀬川

利根川水系（46河川）
◆中川・綾瀬川、 ◆休泊川

高城川水系
（10河川）
◆高城川

淀川水系（36河川）
◇寝屋川、◆芥川

雲出川水系
（9河川）
◆中村川、
◆波瀬川、◆赤川

雄物川水系（6河川）
◆旧雄物川

荒川水系（6河川）
◆太田沢川、◆烏川、◆前川

特定都市河川の指定等の状況（令和８年３月31日時点）

【凡例】

◇ ： 法改正前 指定済み特定都市河川（代表河川）
◆ ： 法改正後 指定済み特定都市河川（代表河川）
赤下線：流域水害対策計画策定済み河川

中村川水系（3河川）
◆中村川

富士川水系（5河川）
◆横川

○「流域治水」の本格的な実践に向けて、令和３年１１月１日に全面
施行された流域治水関連法※の中核をなす特定都市河川浸水被
害対策法に基づき、特定都市河川の指定を全国の河川に拡大
 ※特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）

○流域治水関連法施行後全国初の指定となる大和川水系大和川
等をはじめ、42水系485河川が指定されている
（法改正前：8水系64河川、法改正後：35水系421河川）

○流域水害対策計画は、22水系326河川で策定されている
（法改正前：7水系55河川、法改正後：15水系271河川）

馬淵川水系（9河川） 
 ◆馬淵川

信濃川水系（2河川）
◆矢出沢川

荒川水系（1河川）
◆笹目川

紀の川水系（14河川）
◆貴志川

佐波川水系（22河川）
◆佐波川

広渡川水系
（1河川）
◆戸高川

山国川水系（10河川）
◆山国川
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「NIPPON防災資産」の第２回認定について（自分事化の取組）

○ 内閣府、国土交通省では、地域で発生した災害の状況を分かりやすく伝える施設や災害の教訓を伝承する活
動※などを「NIPPON防災資産」として認定する制度を令和６年５月に創設。

［内閣府特命担当大臣（防災）、国土交通大臣が認定］

○ 認定された防災資産を通じて、住民の方々が過去の災害の教訓や今後の備えを理解することで、災害リスク
を自分事化し、主体的な避難行動や地域に貢献する防災行動につなげていく。

○ 有識者による選定委員会での審議を踏まえ、令和７年度は新たに１０件（優良認定：６件、認定：４件）を
認定。 【令和７年１２月１７日公表】

※活動：語り部、防災に係る催事、防災ツアー等

別添５

第1回NIPPON防災資産 選定委員会 氏名 所属
委員名簿 井嶋 猛  全国地方新聞社連合会会長（新潟日報社執行役員東京支社長）

佐藤 翔輔 東北大学災害科学国際研究所准教授

氏名 所属
大知 久一 一般社団法人日本損害保険協会専務理事
徳山 日出男   一般財団法人国土技術研究センター理事長 （敬称略、五十音順）

第２回認定案件位置図

【背景地図  ; 地理院地図（電子国Web）を加工して作成】

No. 名称 活動拠点 対象災害

優01
いのちをつなぐ未来館における

震災伝承活動
岩手県 釜石市 東日本大震災

優02 東日本大震災津波伝承館 岩手県 陸前高田市 東日本大震災

優03
気仙沼市

東日本大震災遺構・伝承館
宮城県 気仙沼市 東日本大震災

優04 いわき震災伝承みらい館 福島県 いわき市 東日本大震災

優05
天竜川総合学習館
「かわらんべ」

長野県 飯田市 昭和36年三六災害

優06 津波・高潮ステーション 大阪府 大阪市 昭和９年室戸台風等

認01 学ぶ防災 岩手県 宮古市 東日本大震災

認02 三条市水防学習館 新潟県 三条市 平成16年７.13水害等

認03
大垣市輪中館及び
大垣市輪中生活館

岐阜県 大垣市 大垣市における水害全般

認04 木曽三川輪中ミュージアム 岐阜県 海津市 海津市における水害全般



○ 流域治水の一環として、土砂災害を含む災害ハザード情報を踏まえ、災害リスクのソフト対策による回避とハード対策による低減
を適切に組み合わせた防災まちづくりを推進。

➢ 「まちづくり連携砂防等事業」における下関市の事例

避難路

居住誘導区域等への
移転促進

災害レッドゾーン
における立地抑制

砂防堰堤等の整備

土砂災害リスクエリア
の見える化

重要交通網

土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域
居住誘導区域または地域生活拠点

え

「防災まちづくり」の推進

➢ まちづくり部局と連携し、災害リスクのソフト対策による回避とハード
対策による低減を組み合わせた施策展開が可能となり、早期の防
災まちづくりの実現が図られる。

砂防部局

◼ 居住誘導区域や避難路等を保全
する砂防関係施設の重点的整備

◼ 土砂災害警戒区域等の指定によ
る災害リスクエリアの見える化

◼ 居住誘導区域等への移転促進

◼ 災害レッドゾーンにおける立地抑制

まちづくり部局

上水施設等

⃝山口県下関市では、R７年度に立地適正化計画（防災指針含
む）の改定と併せて、都市計画区域外を対象に市町村管理構
想※を策定。

⃝同構想に位置づけた地域生活拠点内の市役所支所等を保全
するため、令和８年度よりまちづくり連携砂防等事業を実施。

土砂災害リスクを踏まえた防災まちづくりの推進 別添６

※市町村管理構想とは
✓ 国土利用計画の市町村レベルでの実行計画

✓ 人口減少下の適切な国土の管理のあり方に
ついて、現状把握・将来予測し、市町村土全
体として目指す管理の在り方、課題、必要な
措置等を示し、管理構想図として地図化する
もの

出典：山口県下関市HP下関市土地管理構想（豊田・豊北地域）
https://www.city.shimonoseki.lg.jp/soshiki/73/134071.html

豊田総合支所（保全対象）



浸水域のリアルタイム把握～官民連携による流域内の浸水状況把握～

■浸水センサ実証実験の詳細は以下URLをご参照ください。
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html

引き続き、全国233の市町村
をフィールドとして浸水セン
サ実証実験を継続
※令和8年1月16日現在

自動販売機搭載型浸水センサの事例

ワンコイン浸水センサ実証実験の実施状況

写真貼付（共架部拡大撮影）

 ＜撮影時の留意事項＞

　 ・共架施設位置がはっきり分かるように撮影する。

　　 （写真へのマーキング等）

 　・電気工作物および他の通信線等との上下離隔が

 　　分かるように撮影する。

 　・道路側より線路に対して正面より撮影する。

浸水検知状況（岡崎市）
浸水検知状況（美波町）

浸水センサ
浸水センサ

：実証実験で浸水センサを設置している市区町村
：実証実験で浸水センサを設置している都道府県

・浸水センサの共通仕様を改定
・浸水センサの利用に関するガ
イドライン（案）を作成

浸水センサ 出典：（株）大創産業ホームページ

自動販売機の飲料等の売上で浸水センサの
設置・運用・維持管理を賄うもの。

自動販売機本体

別添７

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html
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